次世代（省エネ）自動車活用イベント促進事業補助金交付要領

（趣旨）

第１条　次世代（省エネ）自動車活用イベント促進事業補助金（以下「補助金」という。）の交付については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第５２５号）、福井県補助金等交付規則（昭和４６年福井県規則第２０号。以下「規則」という。）および安全環境部環境政策課所管補助金等交付要綱（平成１５年８月１２日。以下「要綱」という。）の定めによるほか、この要領の定めるところによる。

（目的）

第２条　この補助金は、県民に次世代自動車に身近に触れる機会を提供するため、県民参加型のイベントにおいて、次世代自動車のレンタカー（以下「次世代自動車レンタカー」という。）を活用する団体等に、その借上げに係る費用の一部を補助するものである。これにより、次世代自動車の県内の普及を促進し、ガソリン車等からのＣＯ２排出量削減による地球温暖化の防止に寄与することを目的とする。

（定義）

第３条　この要領における用語の定義は、次の各号に掲げるとおりとする。

（１）「次世代自動車」とは、一般社団法人次世代自動車振興センターが、国の補助を受けて行うクリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金（以下「国の補助金」という。）の補助対象となる電気自動車およびプラグインハイブリッド車をいう。

（２）「電気自動車」とは、搭載された電池によって駆動される電動機を原動機とする検査済自動車（道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第６０条第１項の規定による自動車検査証の交付を受けた道路運送車両法第２条第２項に規定する自動車をいう。以下同じ。）をいう。

（３）「プラグインハイブリッド車」とは、エネルギー回生機能を有する４輪以上の検査済自動車であって、外部からの充電が可能なものをいう。

（補助対象事業）
第４条　補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、第５条の補助事業者が、県内に事業所を有するレンタカー事業者が所有する次世代自動車レンタカーを活用して実施する県民参加型イベントとする。

（補助事業者）

第５条　補助の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、地方公共団体、県内に事業所を有する事業者、ＮＰＯ等（特定非営利活動法人、ボランティア団体、市民活動団体、公益法人（公益社団法人、公益財団法人、一般社団法人、一般財団法人、特例民法法人）、社会福祉法人、学校法人、地縁組織（町内会、自治会等）、協働組合などの民間非営利組織）、大学・研究機関とする。

（補助事業者の要件）

第６条　補助事業者は、次の要件をすべて満たす者でなければならない。

（１）県内に事業所等の活動拠点を有していること。

（２）宗教活動または政治活動を主たる目的としていないこと。

（３）暴力団または暴力団員の統制化にあるものでないこと

（４）納税義務のある補助事業者にあっては、県税を滞納していないこと

（５）補助対象事業に使用する次世代自動車レンタカーに、県が貸し出すマグネットシートを貼付すること
（補助対象経費等）

第７条　補助対象経費、補助率および補助限度額は、次のとおりとする。
	補助対象経費
	次世代自動車レンタカー借上げに要する費用

	補助率
	定額

	補助金額
	上限１万円（１イベントにつき１回限りとする。）


（補助金交付申請）

第８条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。)は、規則第４条に基づき、補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、別に定める期日までに知事に提出しなければならない。

（１）事業計画書（様式第２号）

（２）見積書の写し
（３）申請者の法人登記簿謄本。ただし、申請者が個人事業者である場合は、事業主の住民票抄本。申請者が地方公共団体である場合は不要。
（４）福井県税の全税目に滞納がないことを証明事項とする納税証明書（補助金交付申請書の提出前２か月以内に発行されたものとし、原本とする。）または納税状況の確認に関する同意書（様式第３号）。ただし、申請者が地方公共団体、法人県民税および法人事業税ならびに地方法人特別税が非課税である法人および団体等である場合は不要。

（５）債権債務者登録申請書（様式第４号）。ただし、申請者が地方公共団体である場合は不要。
（６）その他知事が必要と認める書類

２　補助金の交付申請の受付は、予算の額に達した日をもって終了する。

３　補助金交付申請書の受付は先着順に行うこととし、前項に定める日をもって受付を停止するものとする。この場合の受付日とは、補助金交付申請書を郵送または宅配便で送付する場合は発送した日とし、直接、県へ持参した場合は、県が受理した日とする。

４　第２項に定める日に受け付けた補助金交付申請書については、その全てを対象として審査を行ったうえで、補助金の交付を受ける申請者を決定するものとする。

（交付の決定）

第９条　知事は、前条に規定する補助金交付申請書の提出があったときは、その内容が補助金の交付の目的に適合するものであるかどうかを審査し、適正なものと認めた場合には、予算額、事業の実施により見込まれる県内への次世代自動車の普及促進効果等に基づき、補助金の交付を受ける申請者および補助金の額を決定するものとする。

２　知事は、前項による交付決定を行ったときは、すべての申請者に対し書面により通知するものとする。
（事業の実施）

第１０条　申請者は、前条第１項による交付決定の通知を受けた日以後に事業を実施するとともに、平成２６年３月３１日までに事業を完了しなければならない。

（変更の承認）

第１１条　申請者は、事業の内容を変更しようとするときは、要綱第４条に定める計画変更承認申請書（様式第５号）に変更後の事業に係る事業計画書（様式第２号）を添えて知事に提出し、承認を受けなければならない。ただし、次に掲げる変更のいずれにも該当しない軽微な変更については、この限りではない。

（１）補助金の額の変更を伴う事業費の変更

（２）事業の実施場所の変更

（３）その他の計画内容の大幅な変更

２　知事は、前項の規定による承認を行う場合に、必要に応じて、交付決定の内容を変更し、または条件を付すことができる。ただし、補助金額の増額は行わないものとする。

３　知事は、第１項の変更の承認を行ったときは、補助事業者に対し、書面により通知するものとする。

（中止の承認）

第１２条　申請者は、やむを得ない事情により事業を中止しなければならない事由が生じたときは、中止承認申請書（様式第６号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

２　前条第３項の規定は、前項の中止の承認について準用する。

（実績報告）

第１３条　申請者は、事業が完了したときは、完了の日から１か月を経過する日までに、要綱第６条第２項に定める完了実績報告書（様式第７号）に、次に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。
（１）事業報告書（様式第８号）

（２）請求書（写）
（３）領収書または振込明細書等支払の事実を確認できるもの（写）

（４）事業実施の状況がわかる写真

（５）その他知事が必要と認める書類

２　前項の完了実績報告書には、補助事業の完了日を記載しなければならない。

（補助金の額の確定）

第１４条　知事は、前条第１項の規定による報告を受けたときは、当該報告に係る書類によりその内容を審査し、適正であると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、書面により補助事業者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第１５条　補助事業者は、前条による補助金の額の確定の通知を受けた後において、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付請求書（様式第９号）を知事に提出しなければならない。

２　補助金は精算払いとする。
（交付決定の取消し）

第１６条　知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条第１項による交付決定（第１１条第１項による変更の承認を含む。）の全部または一部を取り消すことができる。

（１）補助金の申請および事業の実施に関し、不正の行為があったとき

（２）事業の実施に関する知事の指示を受け、その指示に従わないとき

（３）平成２６年３月３１日までに事業の完了が見込めないとき

２　前項の規定は、補助金の額の確定があった後についても適用があるものとする。

（補助金の返還）

第１７条　知事は、前条の規定に基づき補助金の交付決定を取り消したときは、補助金を交付せず、または既に交付した補助金の全部または一部の返還を命ずることができる。

２　補助事業者は、前項の規定により補助金の返還を命じられたときは、規則第１８条の定めるところにより遅滞なく返還しなければならない。

（その他）

第１８条　この要領に定めるもののほか、この要領の実施に関し必要な事項は、知事が別に定める。

附則

この要領は、平成２５年４月２２日から効力を有するものとする。
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